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認定

【就労以外の場合】※国の基準
・妊娠や出産、災害復旧、虐待やＤＶの場合は、区分を設けず、保育標準時間を基本とする。
・求職活動、育児休業取得時の継続利用については、市町村判断により保育短時間と統一することも可能。
・就労とそれ以外の事由（介護・疾病など）の両方に該当する世帯については、総合的に判断して区分を決定する。

【その他】

利用時間 利用施設 労働時間下限/月

64時間/月未満
（ただし希望によ
りそれ以上の労
働時間でも可）

・就労時間が64時間/月以上であっても、保護者が教育施設（幼稚園）を希望する場合は、１号認定の申請を行い教育標準時
間で給付を受けることが可能。その場合４時間以降は一時預かりを利用。

４時間以降の保育については、一時預
かり制度（従前の預かり保育）を利用

4時間/日
幼稚園・認定こ

ども園
１号

新制度における保育時間について

８時間以降の保育については、延長保
育を利用

１１時間以降の保育については、延長
保育を利用

8時間/日

11時間/日

64時間/月以上
120時間/月未満

120時間/月以上

２・３号

２・３号
保育園・認定こ

ども園
保育標準時間

保育園・認定こ
ども園

保育短時間

その他

教育標準時間

区分



①就労（居宅外・居宅内問わず） ①就労

・１日４時間以上、週４日以上を基本とする。 昼間労働することを常態としていること。

・居宅内で当該児童と離れて家事以外の労働を常態としていること。

②出産予定日の前８週間及び出産後８週間のうち必要な期間 ②妊娠中であるか又は出産後間がないこと。

④同居又は長期入院等している親族の介護・看護 ④同居の親族を常時介護していること。

⑥求職活動 ⑥前各号に類する状態にあること。

・起業準備を含む。

⑦就学

・学生、又は就労に必要な資格取得のための就学など

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子ども

⑩その他、上記に類する状態として市町村が認める場合

　・里親に委託されている児童で、里親が就労している場合

　・保育の停止が保護者の過度の負担となる場合
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⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。

⑧児童の属する世帯が、「特別の支援を要する家庭」と認められる場合

・長期にわたる疾病の状況又は障がいを有する同居の親族を、自宅又は病
院等で常時介護している場合

【現行の保育の必要性の認定】

国の認定事由（児童福祉法施行令）北広島市

③疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障がいを有して
いること。

③保護者の疾病、障がい
・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい
る場合



①就労（居宅外・居宅内問わず） ①就労

・労働時間の下限は６４時間/月とする。

・居宅内で当該児童と離れて家事以外の労働を常態としていること。

・居宅内の労働（自営業、在宅勤務等）を含む。

※労働時間の下限は４８～６４時間/月とし、市町村が定める。

②出産予定日の前８週間及び出産後８週間のうち必要な期間 ②妊娠、出産

③保護者の疾病、障がい

④同居又は長期入院等している親族の介護・看護 ④同居又は長期入院等している親族の介護・看護

⑤災害復旧

⑥求職活動 ⑥求職活動

・起業準備を含む。 ・起業準備を含む。

⑦就学 ⑦就学

・学生、又は就労に必要な資格取得のための就学など ・職業訓練校等における職業訓練を含む。

⑧虐待やＤＶのおそれがあること。

⑩その他、上記に類する状態として市町村が認める場合

　・里親に委託されている児童で、里親が就労している場合

　・保育の停止が保護者の過度の負担となる場合
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・兄弟姉妹の小児慢性疾患に伴う看護など、同居又は長期入院・入所して
いる親族の常時の介護、看護

・フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的にすべての就労に対応
（一時預かりで対応可能な短時間の就労は除く）。

【新制度における保育の必要性の認定】

北広島市 国の認定事由（内閣府令）

③保護者の疾病、障がい
・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて
いる場合

・長期にわたる疾病の状況又は障がいを有する同居の親族を、自宅又は
病院等で常時介護している場合

※網掛けは国の認定事由の追加部分

⑩その他、前号に類する状態として市町村が認める事由に該当すること。

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子ども

⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。

⑧児童の属する世帯が、「特別の支援を要する家庭」と認められる場合

⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて、継続利用が
必要であること。



教育

428 188 74

【量の見込み及び確保の内容について】

教育 教育 教育 教育 教育

19 6 15 13 5 12

447 194 89 460 199 101 460 199 101 460 199 101 460 199 101

【基本的な考え方】

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

保育
2号の3
歳以上

平成３１年度

760760
1,220

760

0
－

保育
3号の
1・2歳

保育 保育 保育
2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

702

定員

－ －
0

1,220

30
－

1,220
760

1,220

量の見込み
730

476 205 103 197 99
674

440 189 402 175 89

合計 784 755 725 691 666

96
639

417 182 92
615

459

確保方策
－

合計 40

教育施設については、ニーズ量が定員を下回っており、特に確保策は必要ないと考えられる。
保育施設については各年齢でニーズ量が定員を超えており、受入れ体制の確保が必要であるが、平成３１年度へ向けてニーズ量が落ち込んでいることから、全体を見越し
た確保策が必要と考えられる。
具体的には、認可保育園、認定こども園、又は特定地域型保育事業における施設の確保等により、平成２７年度及び２８年度に上記のとおり定員を増加する方向で検討し
ていく。

1,220
合計 730

0

※保育園の年齢別定員については表のとおりであるが、実際
の受入れ状況については非常に流動的であり、その時々の需
要により柔軟に対応している。
具体的には、需要の多い年齢のクラス定員を増やし、少ない年
齢のクラス定員を減ずるなど、年齢別定員を柔軟に運用してい
る。
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【現在の定員】

平成２６年度

保育

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

1,220

3号の
1・2歳

3号の
0歳

690

（２）－①　教育・保育における提供体制の確保の内容及びその実施時期について


